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0．研究開発の概要 

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
近年、捏造、改ざん、盗用といった特定不正行為に限らず、二重投稿や不適切なオーサ

ーシップが不正行為として認定され、公表されることが増えている。二重投稿や不適切な

オーサーシップへの適切な対応については、文部科学省科学技術・学術政策局長から各研

究機関の長に対して2022年、2023年に相次いで発出された通知でも適切な対応が要請さ

れるなど、わが国の研究公正における重要な政策的課題である。 
同通知もうけ、この間、大学・研究機関において、二重投稿や不適切なオーサーシップ

等について、それらの行為に適切に対応できるよう規定の整備は進んできたが、大学・研

究機関が実施する研究倫理教育については、e ラーニングが主流を占めることもあり、二

重投稿や不適切なオーサーシップについて、とくに研究分野の多様性を踏まえた教育・研

修については不十分である。 
また、当該問題に対して、大学・研究機関と並んで重要な役割を担うのが、学協会・学

術誌である。日本学術会議は、二重投稿の判断基準やオーサーシップを満たす具体的な要

件等について、「研究分野によって解釈に幅があることから、各研究分野の研究者コミュ

ニティの合意に基づいて判断されるべきものである」としている。「研究活動における不

正行為への対応等に関するガイドライン」においても、「具体的にどのような行為が、二

重投稿や不適切なオーサーシップなどの研究者倫理に反する行為に当たるのかについて

は、科学コミュニティにおいて、各研究分野において不正行為が疑われた事例や国際的な

動向等を踏まえて、学協会の倫理規定や行動規範、学術誌の投稿規程等で明確にし、当該

行為が発覚した場合の対応方針を示していくことが強く望まれる」としている。しかし、

現状において、この面での体制整備はあまり進んでいない。 
研究分野の多様性を踏まえた研究公正規範を明確化するとともに、そこで明確化した研

究公正規範について研究倫理教育や研修等を通してその共有を図る仕組みを構築すること

は、研究公正の推進にむけた取り組みを効果的に推進していくうえで喫緊の課題である。

本研究提案は、そのような課題に応えようとするものである。 
 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 

本研究におけるリサーチ・クエスチョンは、「研究公正規範は、研究分野によってどの

ように違い、また、研究分野を超えて共通しているのか？」というものである。 
 
３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 

本プロジェクトの成果は、①大学・研究機関、およびそれらを通して研究者や大学院

生に対して、現行の研究倫理教育を補完する形で、二重投稿や不適切なオーサーシップ

等について、リーフレット等の教材を提示することで、研究活動を進めていくうえで判

断の指針となる具体的なルールを提示するとともに、研究分野の多様性も踏まえた適切

な教育・研修の機会を提供する。 
また、②学協会に対して、二重投稿や不適切なオーサーシップ等について、具体的な

ルールを整備するために有益な情報やモデル案を提供することで、具体的なルールやガ

イドラインを策定するなど、本問題への積極的な取り組みの実施を支援・促進する。 
以上を通して、③関係省庁、およびファンディング・エイジェンシーに対して、二重投稿

や不適切なオーサーシップ等に関する研究公正の推進に活用可能なツールを提供する。 
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1．プロジェクトの達成目標 

 
近年、捏造、改ざん、盗用といった特定不正行為に限らず、二重投稿や不適切なオーサー

シップが不正行為として認定され、公表されることが増えている。「研究活動における不正

行為への対応等に関するガイドライン」（2014年8月26日文部科学大臣決定）にもとづき、

同ガイドラインが施行された2015年度以降、文部科学省は、特定不正行為等が認定された事

案について一覧化して公開しているが、2015年度から2023年度までの9年間に二重投稿（多

重投稿）・自己盗用が認定・公表された事案は20件、不適切なオーサーシップが認定・公表

された事案は18件に及ぶ1。平均してそれぞれ毎年2件程度、認定・公表されていることにな

るが、二重投稿や不適切なオーサーシップについては、特定不正行為と異なり、ガイドライ

ンによる報告義務の対象にはなっていない。したがって、実数はこれを上回ることが予想さ

れる2。さらに、とくに不適切なオーサーシップについては、特定不正行為が認定される際

にあわせて問題があかるみになり、特定不正行為とともに認定されるケースが多いが、不適

切なオーサーシップ、二重投稿ともに、それらが単独で認定される事案が増加傾向にあるこ

とも、近年の特徴である（表1、表2）。 
 
表1：特定不正行為以外の不正事案の認定件数3  

二重投稿(多重投稿) 
・自己盗用 不適切なオーサーシップ その他 

2015年度 1件 1件 - 
2016年度 2件 1件 - 
2017年度 3件(1件) 4件 - 
2018年度 2件(1件) 1件 - 
2019年度 4件(1件) - - 
2020年度 - 2件 1件(1件)※1 
2021年度 1件(1件) 3件(1件) - 
2022年度 4件(2件) 4件(2件) 1件(1件)※2 
2023年度 3件(2件) 2件 1件※3 
※()内は、特定不正行為以外の不正行為のみが認定された事案の数。「その他」につい

ては、※1: 不適切な流用、※2: サラミ出版、※3: 先行研究の不適切な扱い。 
 

1 文部科学省「文部科学省の予算の配分又は措置により行われる研究活動において不正行為が認

定された事案（一覧）」（https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360484.htm） 
2 研究代表者らが 2021 年に、日本学術会議協力学術研究団体に対して実施したアンケート

調査では、回答した学協会の約 2 割において、過去 5 年間に二重投稿が学会論文誌で問題に

なったと回答している。中村征樹ほか「「学協会における研究公正に関する取り組みと現状」ア

ンケート調査結果レポート（2022 年 3 月）（https://research-
integrity.info/2019amed/activity/report_societysurvey2021） 
3 文部科学省「研究不正事案の認定・公表状況（2015 年度〜2023 年度）」（2024 年 5⽉31
⽇）（https://www.mext.go.jp/content/20240531-mxt_kibanken01-000036776_05.pdf）、4
ページをもとに、文部科学省「文部科学省の予算の配分又は措置により行われる研究活動に

おいて不正行為が認定された事案（一覧）」を参照して一部改変を加えた。 
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表2: 不適切なオーサーシップ、二重投稿等が認定された事案一覧4

 
※青は、特定不正行為に付随する形で不適切なオーサーシップ、二重投稿等が認定された

事案。オレンジは、不適切なオーサーシップ、二重投稿等のみが認定された事案。 
 
二重投稿や不適切なオーサーシップへの適切な対応については、文部科学省科学技術・学

術政策局長から各研究機関の長に対して発出された通知（「研究活動における不正行為等の

防止の徹底について（通知）」4文科科第82号令和4年(2022年)5月9日、「研究活動における

不適切な行為の防止及び調査体制等について（通知）」4文科科第919号令和5年(2023年)3月
24日）にも組み込まれるなど、わが国の研究公正における重要な政策的課題である。 

この間、大学・研究機関においても、特定不正行為にかぎらず、二重投稿や不適切なオー

サーシップ等の不適切な行為についても、認定できるような規定の整備が進んでいる。文部

科学省が2022年度に実施した履行状況調査では、二重投稿を不正行為等として認定可能なか

たちで規定において具体的に定めている機関が58.5%、不適切なオーサーシップについては

57.5%に及ぶ。また、具体的には定めていないものの、広く読めるように定めている機関を

含めれば、二重投稿、不適切なオーサーシップそれぞれ91.2%、とも90.6%と大半を占める
5。 
研究公正上の重要な政策課題として、大学・研究機関における対応が着実に進展してきた

二重投稿、不適切なオーサーシップであるが、当該問題に対して、研究機関と並んで重要な

役割を担うのが、学協会・学術誌である。日本学術会議は、二重投稿の判断基準やオーサー

シップを満たす具体的な要件等について、「研究分野によって解釈に幅があることから、各

 
4 文部科学省「研究不正事案の認定・公表状況（2015 年度〜2023 年度）」（2024 年 5⽉31
⽇）をもとに作成。文部科学省研究公正推進事業研究公正シンポジウム「新たな研究不正行

為への対応と科学の公正性の確保に向けて」（2024 年 10月 31日）における講演資料を再

掲。 
5 文部科学省「令和 4 年度版チェックリスト分析結果について（研究倫理教育の実施状況等）」

（2023 年 10 月 31 日）https://www.mext.go.jp/content/20231031-mxt_kibanken01-
000032982_02.pdf 

https://www.mext.go.jp/content/20231031-mxt_kibanken01-000032982_02.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20231031-mxt_kibanken01-000032982_02.pdf


5 

研究分野の研究者コミュニティの合意に基づいて判断されるべきものである」6として、「各

研究機関及び各学会が刊行する学術誌において、（……）オーサーシップに関する規程を定

めて公表すべきである」、「二重投稿に関する規程を定めて公表すべきである」としている。 
この点については、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（2014

年 8 月 26 日文部科学大臣決定）でも、学協会や学術誌に対して、次のような要請が盛り込

まれている。 
 
具体的にどのような行為が、二重投稿や不適切なオーサーシップなどの研究者倫理に反

する行為に当たるのかについては、科学コミュニティにおいて、各研究分野において不

正行為が疑われた事例や国際的な動向等を踏まえて、学協会の倫理規定や行動規範、学

術誌の投稿規程等で明確にし、当該行為が発覚した場合の対応方針を示していくことが

強く望まれる。 
 
ガイドラインの公表から10年が経過するなかで、上記の要請への対応は、わが国の学協

会・学術誌においてどの程度実現しているのだろうか。また、もし対応が不十分であるとす

るならば、どのような指針にもとづいて対応を進めることが可能なのか。本研究プロジェク

トにおいては、そのような問題関心のもと、二重投稿、不適切なオーサーシップを中心に、

わが国の学協会・学術誌の現状を把握し、状況の改善にむけた具体的な指針を提示するとと

もに、研究者・大学院生等が利用可能な教育・研修教材を開発することを目指す。 
そのような目的の実現のため、以下の６つの達成目標を設定した。 

 
① 研究公正に関連して各研究分野の国内の学協会が作成している執筆要領・関連規定等を

収集し、明文化された研究公正規範文書を研究分野ごとに系統的に整理・提示する。 
② 国内の学会誌について、学会誌の編集委員等の経験者を対象に質問紙調査およびインタ

ビュー調査を行い、具体的にどのような行為を二重投稿等とみなすか等の具体的な研究

公正規範の基準について、研究分野ごとに明示化する。 
③ 国内の学協会における研究公正規範を国際的な動向と比較できるよう、海外の学術誌に

ついて、各研究分野の代表的な学術誌や学会の関連規定を収集し、明文化された研究公

正規範を研究分野ごとに系統的に整理・提示する。 
④ 上記で得られた知見を整理し、研究分野ごとに、本研究で明らかになった当該分野の研

究公正規範等を記載したリーフレットを研究倫理教育・研修用の教材として作成・開発

する。 
⑤ 国内の大学・研究機関等で実施される研究倫理教育において、④で開発した教材を活用

することで、研究分野の多様性を考慮に入れた研究倫理教育が行われるようになる。 
⑥ 国内の学協会において、研究分野の特性を踏まえた具体的なルールやガイドライン等の

作成に向けた動きが促進される。 
 
  

 
6 日本学術会議「回答 科学研究における健全性の向上について」（2015 年 3 月 6 日）、2 ペー

ジ。 



6 

2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 
 研究公正規範検討グループ                   連携   カクタス・ 

リーダー：中村征樹（代表者、大阪大学、科学技術社会論）         コミュニケーションズ 
実施項目：①学協会の執筆要領・関連文書等の分析               文部科学省 
     ②学術誌編集者を対象とした質問紙調査          意見・    研究公正推進室 
     ③学術誌編集者を対象としたインタビュー調査       情報交換 
     ④調査結果の整理・分析 

    
 

        情報提供 
教育・研修教材開発グループ 
リーダー：市田秀樹（大阪公立大学、応用物理・産学官連携） 
実施項目：①既存の教材の分析 
     ②研究不正事例等の分析 
     ③教材の作成      

 
 
 本プロジェクトの実施にあたっては、研究公正規範の明確化をめざす研究公正規範検討グ

ループと、それをもとにした教育・研修教材の開発を行う教育・研修教材開発グループの２

グループにて調査・開発を進めた。その際、両グループの代表者を中心に、オンラインでの

打ち合わせや対面での打ち合わせや共同作業を月 1 回以上、実施するとともに、情報共有ツ

ール（mattermost）を利用して日常的に（週数回以上）情報共有・意見交換を行い、密接

な連携のもとプロジェクトを進めてきた。 
 また、文部科学省研究公正推進室とは、プロジェクト期間中に本プロジェクトの内容、お

よび進め方について複数回、情報共有・意見交換の機会をもつとともに、研究代表者が委員

をつとめる「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」にて説明を行い、有識者会議の委

員と意見交換を行ってきた。 
 なお、プロジェクト開始後の実施体制の変更として、以下の３点がある。 

第一に、プロジェクト開始後、総括面談等での要請をうけ、国際動向の調査を強化するた

め、2023 年度より、カクタス・コミュニケーションズ社の協力を仰ぐこととし、同社との

連携のもと調査をすすめた。同社はインドに本社を置き、学術論文の英文校正・校閲サービ

スを提供する editage をはじめ日本国内において研究支援業務を幅広く実施している代表的

な民間企業であり、海外動向の調査体制の強化に大きく寄与した。 
 第二に、文部科学省から日本学術会議に対して、査読問題について審議依頼がなされ、同

審議依頼に対応するため、日本学術会議科学者委員会学術体制分科会のもとに論文査読の意

義及び課題に関する検討小委員会が設置された。研究代表者は日本学術会議連携会員として

同委員会に委員として参画するとともに、田中プロジェクトとともに日本学術会議による回

答案作成のための関連情報の収集・整理やアンケート調査や分析の実施など、回答案作成の

情報提供 
意見・情報交換 
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ための基盤となる情報収集・整理を担当した。なお、同調査の実施にあたっては、令和４年

度「プロジェクト間連携促進イニシアティブ」の支援を受けた。本件における日本学術会議

との連携・協力を通して、二重投稿、不適切なオーサーシップにとどまらず、査読問題に関

する内容についても研究プロジェクトの射程を拡大することができた。 
第三に、研究代表者らは、2022 年 12 月に日本医療研究開発機構・研究公正高度化モデル

開発支援事業（第 3 期）に採択され（採択課題「研究公正の実態把握の高度化に関する研究

とその普及に資するシステム構築」）、大学・研究機関における研究公正の実態を把握するた

めのツール開発に取り組むとともに、研究現場における研究公正に関する認識や実態の解明

に取り組んできた。同プロジェクトでは、研究公正に関する認識・実態の研究分野による共

通性や相違の解明にも取り組んでおり、本研究プロジェクトと有機的に連携する形でプロジ

ェクトをすすめてきた。 
以上 3 点の変更から本プロジェクトの射程は広がり調査内容も大きく深化した。それに伴

い、プロジェクトの管理・進展にあたっては、エフォートやスケジュールの大幅な調整・変

更を行った。 
 

2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 
 

 プロジェクトの実施にあたっては、３つの実施項目を設定し、それを下記のとおりより具

体的な実施事項に落としこみ、プロジェクトをすすめてきた。 

 

実施項目 1．研究公正規範の明確化 

1-1. 学協会の執筆要領・関連文書の分析 

1-2. 学会誌編集者・研究者全般を対象とした質問紙調査 

1-3. 学会誌編集者を対象としたインタビュー調査 

1-4. 調査結果の整理・分析 

実施項目 2．教育・研修教材の開発 

2-1. 既存の教材の分析 

2-2. 研究不正事例等の分析 

2-3. 教材の作成 

実施項目 3．査読システムに関する調査 

3-1. 査読システムに関する先行研究調査 

3-2. 査読不正に関する実態調査 

3-3. 査読システムに関する意見聴取 

3-4. 査読不正に関する実態分析 

 

なお、実施項目３については、2-1.で述べたとおり、2022年 12月に文部科学省から日本

学術会議に対して審議依頼がなされ、プロジェクトとして協力することになったことをう

け、あらたに盛り込んだ項目である。 
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実施項目 
令和 3
（2021）年度 

令和 4 
（2022）年度 

令和 5
（2023）年度 

令和 6（2024）
年度 

実施項目１．研究公正規範の明確化 

1-1. 学協会の執筆要領・関連文書

の分析 

 

   

1-2. 学会誌編集者を対象とした質

問紙調査 

 

   

1-3. 学会誌編集者を対象としたイ

ンタビュー調査 

 

 

 

 

1-4. 調査結果の整理・分析     

実施項目２．教育・研修教材の開発 

2-1. 既存の教材の分析     

2-2. 研究不正事例等の分析     

2-3. 教材の作成     

実施項目３．査読システムに関する調査 

3-1. 査読システムに関する先行研

究調査 
    

3-2. 査読不正に関する実態調査     

3-3. 査読システムに関する意見聴

取 
    

3-4. 査読不正に関する実態分析     

〈研究開発実施項目〉 

 

2-3．実施内容 
 
2-3-1．研究公正規範の明確化 

 
（実施目的と実施概要） 

本研究プロジェクトでは、二重投稿、不適切なオーサーシップについて、たんに二重投稿

や不適切なオーサーシップを禁止するだけでなく、具体的にどのような行為が二重投稿や不

適切なオーサーシップにあたるのかについて、学協会や学術誌が明確な基準を策定し公表す

ることを最終的な目標に据えて取り組みを実施した。 
これは、文部科学省からの審議依頼に対する回答として日本学術会議がとりまとめた「回

答 科学研究における健全性の向上について」（2015 年 3 月 6 日）において述べられている

とおり、二重投稿の判断基準やオーサーシップを満たす具体的な要件等については、「研究

分野によって解釈に幅があることから、各研究分野の研究者コミュニティの合意に基づいて
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判断されるべきものである」7からである。したがって、「研究活動における不正行為への対

応等に関するガイドライン」（2014 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）が要請するとおり、学

協会の倫理規定や行動規範、学術誌の投稿規程等において、「具体的にどのような行為が、

二重投稿や不適切なオーサーシップなどの研究者倫理に反する行為に当たるのかについて

（…）明確にし、当該行為が発覚した場合の対応方針を示していくこと」が重要である。 
そこで本プロジェクトにおいては、①国内の学協会、およびそれらが発行する学術誌にお

いて、二重投稿や不適切なオーサーシップについて、学協会の倫理規定や行動規範、学術誌

の投稿規程等においてどのような形で記載されているかを把握し、現状とその課題を明確化

した【国内学会調査】。その際、②国際的な影響力を有し、言及・参照されることの多い国

際的なガイドラインや投稿規程等の記載項目を精査し、国内の学協会・学術誌の関連規程の

記述を整理・分析する際の参照軸を作成した【国際誌調査】。さらに、①と②を踏まえ、③

二重投稿や不適切なオーサーシップに関して国内の学協会・学術誌が利用可能なモデル項目

を提案した【モデル項目作成】。なお、そのような作業を実施していくにあたって、二重投

稿や不適切なオーサーシップをめぐる現状を多角的に把握することが重要であり、そのた

め、④学会誌編集委員経験者を対象としたインタビュー調査を実施するとともに、学会誌編

集委員経験者を含む研究者全般を対象とした質問紙調査を実施することとした。また、二重

投稿や不適切なオーサーシップをめぐる現状の把握にあたっては、実施項目２．教育・研修

教材の開発における小項目２－２．研究不正事例等の分析において得られた知見についても

あわせて活用することとした【実態調査】。 
なお、研究プロジェクトの進捗に伴い、実施項目小項目（１－１～１－４）自体は当初の

まま実施したものの、その具体的な実施内容や位置づけ、優先度について、総括面談等での

要請や助言を受け繰り返し見直しを行ったこと、とりわけ国際的な動向の把握・検討に大き

く重点を置くこととし、そのための実施体制の拡充等を図ったことから、本報告書では、小

項目順に実施内容を記載する形ではなく、実施項目１の実施内容を上述した①～④の順番で

とりまとめることとした 8。 
 
（実施内容） 
① 【国内学会調査】 

国内の学協会、およびそれらが発行する学術誌において、二重投稿や不適切なオーサーシ

ップについて、学協会の倫理規定や行動規範、学術誌の投稿規程等においてどのような形で

記載されているかを調査するとともに、それらの記載内容について整理・分析を行った。 
二重投稿および不適切なオーサーシップについて、日本学術会議協力学術研究団体を対象

に、関連する規程等を収集した。その際、日本学術会議協力学術研究団体のデータベースで

ある「学会名鑑」の 30 分野区分（表 3）における全 30 分野について、2019 年 7 月時点の

「学会名鑑」の情報をもとに、個人会員数が多い学協会 10 団体を選定し、計 249 学会につ

いて調査を実施した。表 4 に、対象とした学協会の名称と分野を示す。 
 
表３：分野区分 
人文・社会科学：言語／文学／哲学／心理学・教育学／社会学／史学／地域研究／法学

／政治学／経済学／経営学 
生命科学：基礎生物学／統合生物学／農学／食料科学 ／基礎医学／臨床医学／健康・

生活科学／歯学／薬学 

 
7 日本学術会議「回答 科学研究における健全性の向上について」（2015 年 3 月 6 日）、p. 2。 
8 本実施項目の文章は、Policy Paper の記述をもとに大幅に改変を加えたものとなっている。 
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理学・工学：環境学／数理科学／物理学／地球惑星科学／情報学／化学／総合工学／機

械工学／電気電子工学／土木工学・建築学／材料工学 
 

 表４：資料収集・分析対象の学協会の分野と名称 

 
※ *：２つ以上の分野に重複する学協会。薄い網掛けの学協会は、本報告書提出時点

の暫定的な分析対象には含まれない。濃い網掛けの学協会は、学術誌を発行して
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いないため学術誌の分析対象ではない。 
 
 なお、複数分野に属する場合は、分野回答数が 1～5 の範囲に収まる学協会のみを対象と

し、個人会員数が上位 10 位に該当する分野のみでデータを使用した。例えば千葉医学会

は、登録上は臨床医学・基礎医学・薬学・歯学の 4 分野だが、会員数では薬学分野のみで基

準に該当するため薬学分野の学会として扱った。 
これらの学協会について、各学協会のウェブサイトと学会誌の公式ウェブサイトなど関連

する機関サイトに誰でもアクセス可能な形で掲載された内容（ウェブ上の記載、ダウンロー

ド可能なファイル等）を対象に、以下に該当する記述が含まれる文書や記事をすべて収集し

た。なお、資料の収集は 2022 年 1 月～7 月に実施した。 
 
・会則：各学会の会則 
・倫理規定：会員が遵守すべき倫理基準 
・学会誌投稿規定：各学会の学会誌へ投稿する際の遵守事項等 
・学会誌執筆要領：各学会の学会誌投稿の書式等 
・著作権規定：上と別に、著作権について規定 
・その他規定や規定以外のもの：その他規定、または規定以外の文書で関連する記述が見

つかったもの。関連する記述の判断基準については Policy Paper を参照のこと。 
  
 以上で収集した資料について、②国際誌調査をもとに作成した項目草案をもとに、分類、

項目草案の修正と要件定義、再分類を繰り返し、どの分野の資料も齟齬なく分類できる項目

を確定した。そのうえで、ここでえられた分類項目に従って、国内の学協会・学術誌が公表

した情報における各項目の記載状況の分類と確認作業を進めている。  
 

② 【国際誌調査】 
国際的な影響力を有し、言及・参照されることの多い国際的なガイドラインや投稿規程等

の記載項目を精査し、国内の学協会・学術誌の関連規程の記述を整理・分析する際の参照軸

を作成した。また、各研究分野において影響力を有する国際誌の投稿規程について、調査を

実施した。 
 研究公正に関して広く参照される国際的なガイドラインや、国際的に著名な学術誌を発行

している出版社のガイドライン、投稿規程、執筆要領、ひろく言及・参照されることの多い

国際学会のガイドラインや投稿規程、倫理綱領等を収集・選定し、そこでのオーサーシップ

や二重投稿に関する記述項目を検討し、一定程度共通して言及される項目を抽出し、国内誌

調査で収集した資料を整理・分析可能な項目草案を作成した。その際に参照した文書等は、

表５（オーサーシップ）、表６（二重投稿）のとおりである。 
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表５：オーサーシップの分類項目の作成時に参照した文書等 

 
※ 表中のICMJEはInternational Committee of Medical Journal Editors, T&FはTaylor & 

Francis Group, Sageは Sage Publications, WilleyはJohn Wiley & Sons, Inc., APAは

American Psychological Association, APSはAmerican Physical Society, IEEEは

Institute of Electrical and Electronics Engineers, SpringerはSpringer Nature Groupを
示す。 
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表６：重複投稿/二重投稿の分類項目の作成時に参照した文書等 

 
※ 表中の ICMJE は International Committee of Medical Journal Editors, T&F は Taylor 

& Francis Group, Sage は Sage Publications, Willey は John Wiley & Sons, Inc., APA は

American Psychological Association, APS は American Physical Society, IEEE は

Institute of Electrical and Electronics Engineers, Springer は Springer Nature Group を

示す． 
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 また、上記と並行するかたちで、学術論文の英文校正・校閲サービスを提供する editage
をはじめ研究支援業務を幅広く実施しているカクタス・コミュニケーションズ社の協力のも

と、人文学、社会科学、物理化学、工学・数学、生命科学、医学、学際領域のそれぞれの研

究分野で一定の影響力を有するとみなされる学術誌を選出し、それらの学術誌における投稿

規程・執筆要領等におけるオーサーシップや二重投稿に関する記載内容について情報収集を

行うとともに、その記載内容について、研究分野の違いによる相違や共通性という観点等も

踏まえて分析に取り組んでいる。 
 

③ 【モデル項目作成】 
 二重投稿や不適切なオーサーシップに関して国内の学協会・学術誌が利用可能なモデル項

目を提案した。 
これまで記述した①国内学会調査、②国際誌調査、および④実態調査の結果を踏まえ、国

内の学協会・学術誌が二重投稿や不適切なオーサーシップに関して定めることが望ましい事

項を示したモデル案を作成した。当該モデル案は、各学協会または学術誌が、投稿規程・執

筆要領等に組み込むことが望ましい項目を示したものである。今後、国内外の専門家との意

見交換を通して、バージョンアップを図っていく 
 
④ 【実態調査】 

国内の各研究分野における二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関する実態を把握し、

課題を明確にするため、二重投稿および不適切なオーサーシップに関する研究不正事案につ

いて調査・分析を実施した。あわせて、関連して実施した調査結果の分析をすすめるととも

に、学術誌の編集委員経験者へのインタビューと、編集委員経験者および研究者全般に対し

て質問紙調査を実施する。 
国内における二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関する実態を把握するため、文部科

学省に報告がなされ、同省のウェブサイトにて一覧化公開がなされている事例について、二

重投稿や不適切なオーサーシップ等が確認されている事例に絞って、具体的な二重投稿や不

適切なオーサーシップ等の様態やその発生理由について情報を整理し分析を行った。その

際、可能な場合は、当該機関の報告書等も確認して詳細に検討を行った。 
また、本プロジェクトと並行するかたちで、日本医療研究開発機構「研究公正高度化モデ

ル開発支援事業」（第 2 期、第 3 期）の支援を受けて「研究現場における研究公正の実態を

研究機関の研究公正担当者が把握するためのシステム構築」を実施している。同プロジェク

トは、大学・研究機関等が自組織における効果的な研究公正教育を実施するために、自組織

の構成員に対して研究公正調査を実施するための質問項目の策定と、調査及び結果の解析を

円滑に実施して教育に生かすシステム構築をはかっている。そこでは、質問項目として二重

投稿や不適切なオーサーシップについても含めたことから、それらの結果について本研究プ

ロジェクトの観点から分析を行った。 
 以上の結果のほか、実施項目２－２．で実施した二重投稿や不適切なオーサーシップ等に

関する論文撤回事例の分析結果についても活用し、これらの結果とあわせて国内の二重投稿

や不適切なオーサーシップ等に関する実態と課題について分析を行った。 
 さらに、以上の結果、および①国内学会調査で収集した学協会の倫理規定、学術誌の投稿

規定等についての調査結果を踏まえ、各種の研究交流の機会等も活用して、諸分野の学術誌

編集委員経験者に対して、さまざまな分野の学協会や学術誌における状況や問題等に関する

情報収集・意見交換を行った。 
 そのうえで、編集委員経験者を含む一般の研究者を対象に、二重投稿やオーサーシップに

関するアンケート調査を実施する。アンケート調査については、当初、各研究分野における
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二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関する規範を浮き彫りにすることを目的としていた

が、国内の学協会の編集委員経験者を対象に、二重投稿や不適切なオーサーシップ等の認識

について質問することを計画していた。しかし、総括面談等の機会に、①国内学会のみでな

く、国際学会や国際会議等を対象にすること、②編集委員経験者のみでなく、一般の研究者

についてもアンケート調査を実施し、両者の認識を比較すること等、多くの要請や助言を受

けたこと、また、②国際誌調査により、二重投稿や不適切なオーサーシップ等について学術

誌や学術出版社等の投稿規定やガイドラインに一定程度明記されていることが多いこと、国

際学術誌編集委員らにより構成され研究公正の分野で大きな影響力をもつ出版規範委員会

（Committee on Publication Ethics: COPE）が作成しているガイドライン等が活用できる

ことから、その研究プロジェクト全体における位置づけ、また実施方法、実施対象、質問項

目、結果の活用方法等について大幅な見直しを行った。そのうえで、アンケート調査の実施

項目を確定した。本学術会議協力学術研究団体の協力を得て実施したうえで、その結果につ

いて分析し、二重投稿や不適切なオーサーシップに関する国内の研究者の認識の実態や課題

を明らかにする。 
 

 

2-3-2．教育・研修教材の開発 

（実施目的と実施概要） 

 日常の研究活動において効果を発揮するような研究公正教材を開発すべく、2-3-1の実態調査

の内容と合わせて、国内外の多様な研究分野の研究公正教材の長所・短所を検討し、かつ、国内

における代表的な研究不正事例や問題事例の分析を行った。また、効果的な教材のありかたにつ

いて検討を行った。これらを通して、研究現場の実態を踏まえた効果的な教材を開発する提供す

ることを目指した。 

 

（実施内容） 

① 【既存の教材の分析】 

 国内外の研究公正教材を幅広く調査・収集して精査した。国内外の各研究分野における主

要な研究公正教材を収集し、とくに二重投稿やオーサーシップ等に注目して、取り扱われて

いる事例がどの研究分野に関係するものかに留意しながら、整理・分析を行った。それらの

事例については、研究代表者・分担者らが担当する研究公正に関する授業や講演等の機会も

利用して、効果的な題材という観点から検討を行った。 
 また、オーサーシップについて、ノースカロライナ大学の研究チームが作成しているオー

サーシップに関する研究プロジェクトが作成したオーサーシップ同意文書等について検討を

行い、その日本語訳を作成した。 
あわせて、国内外の先行研究をもとに効果的な教育手法の検討を行った。特に効果が高そ

うであったエラスムス大学ロッテルダムで開発された研究公正教材「Dilemma Game」に

ついては、研究プロジェクト代表者らが作成した和訳を活用し、大阪公立大学、富山大学で

の授業・研修で利用するなどして、効果の検討を行った。 
また、広義の教材として、国際学術誌の編集者らによる COPE が、おもに学術誌編集者

を対象に、研究公正にかかわる多種多様な相談事案とそれへの助言をウェブサイトにて公開

している。それらの事例から、二重出版・自己盗用に関する事例 187 件を抽出し、その内容

について収集・整理を行った（調査実施時期：2024 年 6 月～7 月）。 
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② 【研究不正事例等の分析】 

論文撤回事例の調査・分析 

実施項目１では③実態調査の一環として、国内における二重投稿や不適切なオーサーシッ

プ等の事例について、文部科学省ウェブサイトにて一覧化公開がなされている事例について

検討を行った。ただし、特定不正行為と異なり、二重投稿や不適切なオーサーシップについ

ては、文部科学省への報告義務の対象となっていないこと、また、機関によってはそれらの

行為について不正行為として明確に規定していなかったり、そもそも規定していない場合も

少なくない。そこで、本研究プロジェクトでは、論文撤回に着目し、論文撤回の事例を収集

している RetractionWatch の論文撤回データベースを活用して調査を実施した。論文撤回

は、かならずしも不正行為に起因するものだけでなく、幅広い理由があるが、本調査では、

二重投稿や不適切なオーサーシップ等を原因とする撤回事例について調査を実施した。 
具体的には、Retraction Watch のデータベースを活用し、2015 年～2022 年の 8 年間を

対象に、二重投稿に関連する項目（「Duplication of Article」「Duplication of Data」
「Duplication of Image」「Duplication of Text」）や、不適切なオーサーシップに関連する

項目（「Concerns/Issues About Authorship」「False/Forged Authorship」）事案について集

計を行い、情報を整理した。その際、全世界のデータと日本国内の著者が含まれる事例との

比較も行った。なお、責任著者であるかどうかに関わらず、著者リストに日本国内の機関に

所属する者が含まれている場合、集計対象に含めた。そのうえで、その傾向について研究分

野に着目してデータの整理・集計を行った。 
情報整理においては、論文タイトル、DOI、分野、掲載雑誌、発行組織、著者名、著者の

所属機関、著者数、発行年月日、撤回年月日、及び文章の類型についてデータを収集した。 
 Retraction Watch では、「分野 subject」は以下の 7 つのカテゴリー に分類されている。 

BLS: Biology（生物学） 
B/T: Biotechnology（生命工学） 
ENV: Environmental Science（環境科学） 
HSC: Health Science（健康科学） 
HUM: Humanities（人文学） 
PHY: Physical Science（物理科学） 
SOC: Social Science（社会科学） 

なお、一部の撤回論文では複数の分野にまたがるものが存在する。このような場合、該当

するすべての分野に集計を反映した。たとえば、ある撤回論文が (BLS) Biology - Cellular 
と (HSC) Medicine - Neurology の両方に関連すると判断される場合、BLS（生物学）と

HSC（健康科学）の両分野に数値を加算した。 
 これらの情報をもとに、分野別および関連項目別に集計を行った。分野の分類において

は、分野のカテゴリーに該当しない事例を「その他」の分野に分類し、最終的に以下の 35
分野に分けて集計を実施した： 
・人文・社会科学全般 
 言語・文学/哲学/心理学・教育学/社会学/史学/地域研究/法学/政治学/経済学/経営学/ 
・生命科学全般 
 基礎生物学/統合生物学/農学/食料科学/基礎医学/臨床医学/健康・生活科学/歯学/薬学/ 
・理学・工学全般 
 環境学/数理科学/物理学/地球惑星科学/情報学/化学/総合工学/機械工学/電気電子工学/土
木工学・建築学/材料工学 
さらに、日本国内の著者が含まれる二重投稿の事例については、実際に当該の論文にあた

り、重複の程度について確認、検討した。 
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以上の調査・分析を踏まえ、論文撤回事例における二重投稿、不適切なオーサーシップの

傾向について検討を行った。 
  
➂【教材の開発】 

研究倫理教育の機会や研究室での指導等、さまざまな場面で活用可能な研究倫理教材につ

いて、実施項目２における①既存の教材の分析と②研究不正事例等の分析の結果を踏まえ、

狙いや使用する文脈、使用方法等の教材のあり方について検討を行った。そのうえで、実施

項目１における①国内学会調査、②国際誌調査で収集した幅広い研究分野における二重投稿

やオーサーシップ等に関する規定、④実態調査の結果から重要な項目を整理・検討・抽出

し、令和 5年度に先行版として、研究分野を横断して活用可能な題材を中心に、オーサーシ

ップ、二重投稿・自己盗用、オーサーシップで活用可能な著者貢献の記載方法をテーマに、

３つのリーフレットを作成した。本リーフレットについては、研究公正に関する研究会やシ

ンポジウム、さまざまな研究分野の研究者と意見交換の機会などさまざまな機会を活用し、

リーフレットに対する意見を収集した。 

そのうえで、実施項目１における①国内学会調査、②国際誌調査で収集した幅広い研究分

野における二重投稿やオーサーシップ等に関する規定、④実態調査の結果から重要な項目を

整理・検討・抽出し、また、先行版リーフレットの検討を踏まえたうえで、全体の構成を決

定し、掲載情報を整理した。当初、本研究で参照した「学会名鑑」の 30分野区分に依拠

し、30 分野それぞれについてリーフレットを作成することを計画していたが、同一の分野

であっても（さらに同一学会が発行する学術誌のあいだでも）、二重投稿やオーサーシップ

の扱いが必ずしも同一ではないことから、リーフレットの作成方針を見直した。とくに、研

究分野を超えて共通で利用可能な教材や、学術出版社が作成しているガイドライン等を紹介

する教材を作成するとともに、分野をあまり細分化せずに特徴的なものに絞ることによっ

て、分野による考え方の多様性と共通性を見渡せるような構成とした。 

 
 

2-3-3．査読システムに関する調査 

（実施目的と実施概要） 

 国内で査読における不適切な事案が発生したことをうけ、2022年 3月に文部科学省科学

技術・学術政策局長から研究機関の長に対して発出された通知（「研究活動における布石刹

那行為の防止及び調査委体制等について（通知）」（４文科科第 919号令和 5年 3月 24日））

において、二重投稿、不適切なオーサーシップとともに、「査読における不適切な行為」に

ついても適切な対応が要請された。同年 12月には、文部科学省から日本学術会議に対し

て、論文の査読に関する審議依頼がなされ、日本学術会議は科学者委員会学術体制分科会の

下に、「論文査読の意義及び課題に関する検討小委員会」を設置し、審議を実施することと

した。研究代表者は当時、日本学術会議の連携会員であったことから、同小委員会に委員と

して参加を要請されるとともに、二重投稿、不適切なオーサーシップについて調査を実施し

ていた本研究プロジェクトと、おなじく「科学技術イノベーション政策のための科学研究開

発プログラム」の共進化枠で研究公正をテーマに採択されていた田中プロジェクト（研究課

題「ライフサイエンスにおける誠実さの概念を共有するための指針の構築」）が研究プロジ

ェクトとして協力することとなった。審議依頼事項は、「１．査読の意義・重要性、２．査

読を実施する際の規範となる対応指針（投稿者、査読者、編集者など）、３．査読を実施す

る際に想定される不適切な行為」の３点であった。本研究プロジェクトでは、田中プロジェ

クトとともに、小委員会において審議を実施する際に必要な情報収集・情報提供を実施する

とともに、審議の一環として実施した日本学術会議会員、連携会員を対象としたアンケート
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調査の実施、結果の集計・分析を担った。なお、本実施項目については、田中プロジェクト

とともに、令和 4年度「プロジェクト間連携促進イニシアティブ」の支援を受けて実施し

た。 

 

① 【査読システムに関する先行研究調査】 

学術誌査読の実態と課題について調査を実施するにあたり、その基盤として、査読システ

ムに関するこれまでの議論、公開査読など近年の動向、まだ査読不正の事例等について先行

研究等を調査し、査読システムに関する論点整理を行った。 
また、先行事例の調査として、国際学術誌の編集者らによる COPE が、おもに学術誌編

集者を対象に、研究公正にかかわる多種多様な相談事案とそれへの助言をウェブサイトにて

公開している。それらの事例から、査読に関する事例 108 件を抽出し、その内容について収

集・整理を行った（調査実施時期：2024 年 6 月）。 
 

 
② 【査読不正に関する実態調査】 

日本学術会議科学者委員会学術体制分科会論文査読の意義及び課題に関する検討小委員会（以

下、「日本学術会議小委員会」と書く）や共進化枠の田中プロジェクトと連携し、日本学術会議

の会員・連携会員を対象に質問紙調査を実施し、学術誌査読の実態と課題について調査・分析を

行った。 
日本学術会議の会員・連携会員を対象に学術誌査読の実態と課題について質問紙調査を実施

し、531 件の有効回答数を得た。調査結果については、文部科学省から日本学術会議への審議依

頼に対する回答「論文の査読に関する審議について」（2023 年 9 月 25 日）の作成にあたって活

用されるとともに、アンケート回答の集計結果については、同回答の資料として日本学術会議ウ

ェブサイトにて公開された。なお本調査の実施にあたっては、共進化枠の田中プロジェクトとと

もに令和４年度「プロジェクト間連携促進イニシアティブ」の支援をうけた（研究課題名「学術

誌査読の実態と課題についての調査分析」、代表者：中村征樹、田中智之）。 
 

③ 【査読システムに関する意見聴取】 

学術誌査読システムの課題や査読問題にかかわる対応方策を検討するため、日本学術会議小委

員会において、査読問題に詳しい有識者や国際的な学術出版社に対する意見聴取や、学協会の編

集委員経験者等に対してヒアリング調査を実施した。 
 

④ 【査読不正に関する実態分析】 

学術誌査読の実態を把握するため、②査読不正に関する実態調査の結果について、本研究プロ

ジェクトの観点から、研究分野による共通性と相違点などについて分析を行った。 
 

 

3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクト全体としての成果 

 
 本研究プロジェクトでは、下記の 6 つの達成目標を設定した。 
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① 研究公正に関連して各研究分野の国内の学協会が作成している執筆要領・関連規定等を

収集し、明文化された研究公正規範文書を研究分野ごとに系統的に整理・提示する。 
② 国内の学会誌について、学会誌の編集委員等の経験者を対象に質問紙調査およびインタ

ビュー調査を行い、具体的にどのような行為を二重投稿等とみなすか等の具体的な研究

公正規範の基準について、研究分野ごとに明示化する。 
③ 国内の学協会における研究公正規範を国際的な動向と比較できるよう、海外の学術誌に

ついて、各研究分野の代表的な学術誌や学会の関連規定を収集し、明文化された研究公

正規範を研究分野ごとに系統的に整理・提示する。 
④ 上記で得られた知見を整理し、研究分野ごとに、本研究で明らかになった当該分野の研

究公正規範等を記載したリーフレットを研究倫理教育・研修用の教材として作成・開発

する。 
⑤ 国内の大学・研究機関等で実施される研究倫理教育において、④で開発した教材を活用

することで、研究分野の多様性を考慮に入れた研究倫理教育が行われるようになる。 
⑥ 国内の学協会において、研究分野の特性を踏まえた具体的なルールやガイドライン等の

作成に向けた動きが促進される。 
 
 ただし、研究プロジェクトを開始した時点では、上記の達成目標にもあらわれているとおり、

国内の学協会における執筆要領・関連規定等における記述や、学術誌編集委員経験者の認識に焦

点をあてて、各研究分野の研究公正規範を整理・提示することを計画していた。しかし、生命科

学や理学・工学を中心に多くの研究分野で、研究活動の主要な舞台となるのが国際誌や国際学会

であることから、国際誌（国際学会を含む）についての調査を強化するとともに、各研究分野の

研究公正規範を整理・提示するにあたって、国際誌調査の結果を活用する比重を高めた。また、

実施項目についても、研究プロジェクト開始後に新規に追加した査読システムに関する調査な

ど、当初の計画より大幅に拡充したほか、その具体的な実施内容や位置づけ、優先度について不

断に見直しをはかった。その点を踏まえたうえで、本項では、それぞれの達成目標の達成状況に

ついて、所期の目的をどの程度達成したか、という観点から整理する。 
 その際、本研究プロジェクトにおける達成目標は、科学技術イノベーション政策への寄与とい

う観点からは、すでに述べた通り、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライ

ン」（2014 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）における学協会に対する下記の要請への対応を念頭

において設定したものであることをあらためて確認する。 
 

具体的にどのような行為が、二重投稿や不適切なオーサーシップなどの研究者倫理に反

する行為に当たるのかについては、科学コミュニティにおいて、各研究分野において不

正行為が疑われた事例や国際的な動向等を踏まえて、学協会の倫理規定や行動規範、学

術誌の投稿規程等で明確にし、当該行為が発覚した場合の対応方針を示していくことが

強く望まれる。 
 
 ここで学協会の取り組みが重視される理由は、日本学術会議が文部科学省からの審議依頼

に回答するにあたって述べたとおり、二重投稿の判断基準やオーサーシップを満たす具体的

な要件等については、「研究分野によって解釈に幅があることから、各研究分野の研究者コ

ミュニティの合意に基づいて判断されるべきもの」9だからである。 
ガイドラインの公表から10年が経過した現在において、上記の要請への対応は、わが国の

学協会・学術誌においてどの程度、実現しているのだろうか。 

 
9 日本学術会議「回答 科学研究における健全性の向上について」（2015 年 3 月 6 日）、p. 2。 
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その点について、詳細については3-2-1．で述べるが、本プロジェクトにおける調査から

は、調査対象とした国内の学協会において、倫理規定や投稿規定、執筆要領等の公開文書・

資料に、重複投稿/二重投稿について詳細な定義が明記されている場合は少ないことが明ら

かになった。また、オーサーシップに関しても、論文等の投稿・出版時の同意・承認等、オ

ーサーシップの決定・変更に関してなんらかの記載が全体の1割程度の学協会で見られるこ

とをのぞけば、おなじくオーサーシップに関する記述は少ないことも明らかになった。すな

わち、「具体的にどのような行為が、二重投稿や不適切なオーサーシップなどの研究者倫理

に反する行為に当たるのかについて（…）学協会の倫理規定や行動規範、学術誌の投稿規定

等」においてかならずしも明確になっていない現状が確認された。 
そのような現状を踏まえるならば、本研究プロジェクトにおける科学技術イノベーション

政策の観点からの最も重要な達成目標は、達成目標⑥ 
 

⑥ 国内の学協会において、研究分野の特性を踏まえた具体的なルールやガイドライン等の

作成に向けた動きが促進される。 
 

であり、達成目標①～③は達成目標⑥を達成するための基盤として位置付けられる。ただ

し、二重投稿や不適切なオーサーシップは、現在、喫緊の課題であり、早急な対応が求めら

れていることから、「各研究分野において不正行為が疑われた事例や国際的な動向等を踏ま

えて」本プロジェクトの責任において研究倫理教育・研修用の教材を作成・開発し（達成目

標④）、その活用を促す（達成目標⑤）ことが、もう一つの柱として設定された。 
 以上を踏まえ、達成目標間の関係を図１に整理した。 
 

 
図１：本研究プロジェクトにおける達成目標の関係 

 
 以上の整理を踏まえたうえで、プロジェクト全体としての成果と、現実の政策形成にもた

らした（もたらしうる）効果・効用について述べる。 
 達成目標⑥については、プロジェクト開始当初においては、達成目標①～③を実現するこ

とによって、二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関する研究分野を踏まえた判断基準に
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ついて学協会に対して情報提示を行うことが、主たる達成の手段として位置付けていた。し

かし、そのような情報提供にとどまらず、本プロジェクトにおいては、表５、表６に掲載し

た幅広い分野の国際誌の関連規定等の項目を詳細に比較・検討するとともに、国内学協会調

査の結果、および実態調査の結果を踏まえ、国内の学協会・学術誌が二重投稿に関して定め

ることが望ましい事項を示したモデル案を作成した（表８，表９）。本モデル案について

は、大阪大学のリポジトリにて公開するとともに、プロジェクト・ホームページ、および科

学技術振興機構の運営する「研究公正ポータル」にも掲載を依頼する。 
教育・研修教材として作成するリーフレット、モデル案とともに提供予定の各分野の参考

になる規定等をまとめた資料を活用することによって、学協会において具体的にどのような

項目を盛り込めばよいのか、また各学協会において検討すべき事項等、具体的な筋道が明確

になることにより、国内の学協会における規定等の作成にむけた動きが促進されることが期

待される。 
達成目標④、⑤については、研究者や大学院生等を対象とした教育・研修教材として、全

部で16種類のリーフレットを作成し、順次、公開していく（図２～図５）。オーサーシッ

プ、二重投稿のそれぞれについて、理学系、工学系、心理学系等、研究分野に応じて、問題

になった事例や、当該分野で代表的な国際誌等の関連規定等を掲載するとともに、たとえば

著者の役割を具体的に記載するため、近年、分野横断的に利用されることの増えている

CRediT（Contributor Roles Taxonomy、貢献者の役割分類）を紹介するなど、分野を超え

て共通して利用できるツールについても紹介する。また、本リーフレットのほか、ノースカ

ロライナ大学の研究グループが作成したオーサーシップ同意文書についても、日本語訳を作

成し、公開する（図６）。また、一連の教育・研修教材の活用についても、科学技術振興機

構が開催した文部科学省研究公正推進事業研究公正シンポジウム「新たな研究不正行為への

対応と科学の公正性の確保に向けて」（2024年10月31日開催、参加者1,246名）での講演

「特定不正行為以外の問題にどう対応するか 二重投稿、オーサーシップ、査読偽装を中心

に」や、研究倫理教育を実施する研究機関の担当者にむけた研修であるJSPS研究倫理セミ

ナー、研究公正に関する大学・研究機関等の研修・講演において紹介するなど、研究倫理教

育を大学・研究機関で担当する担当者にひろく周知していくほか、科学技術振興機構が運営

し、大学・研究機関の研究公正担当者にひろく知られている「研究公正ポータル」への掲載

や、一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）の開催する全国公正研究推進会議（2025年2
月12日開催予定）でも配布するなど、周知をはかっていく。またその際、リーフレットにつ

いて、大阪大学のリポジトリに掲載しひろく利用可能とするとともに、利用者からの意見や

改善にむけた提案等をうけ、必要に応じて更新を行っていくかたちで運用する。リーフレッ

ト試作版については、文部科学省「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」（第28回、

2024年10月28日）にてプロジェクトの成果について報告を行った際、出席した有識者委員

より、入手して所属大学でも活用したい旨、要望をうけるなど、高いニーズがあることがう

かがわれることから、達成目標⑤についても実現することが期待される。 
達成目標①～③についても、二重投稿や不適切なオーサーシップ等について、国際誌調査

についてカクタス・コミュニケーションズ社の協力を得て体制を強化し、国際的なガイドラ

インや投稿規定等の記載項目・内容について精査することで、二重投稿やオーサーシップに

関する基準の明確化をはかるとともに、国内の学協会・学術誌の関連規定の調査、不正事案

や論文撤回事例の分析、学術誌の編集委員経験者へのインタビュー等を通して、当初予定し

ていたよりも多角的に実態把握が行われたものと考えている。 
また、以上に加えて、査読にかかわる不適切な行為や、査読を実施する際の規範となる対

応指針等について、調査を実施した。その結果については、日本学術会議による文部科学省

からの審議依頼に対する回答「論文の査読に関する審議について」（2023年9月25日）に盛
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り込まれた。なお、同回答については、文部科学省科学技術・学術政策局長から研究機関の

長にあてて発出された通知（「査読における不適切な行為の防止について（通知）」（5文科科

第445号、令和5年11月14日））においてひろく周知された。 
なお、本研究の成果については、すでに述べたとおり、文部科学省「公正な研究活動の推

進に関する有識者会議」（第28回、2024年10月28日）で報告を行ったほか、日本学術振興会

の発行する研究倫理教材『科学の健全な発展のために―誠実な科学者の心得』（丸善出版、

2015年）の改訂作業において活用された。また、本プロジェクトの成果が直接、盛り込まれ

たわけではないが、本プロジェクトを通して獲得した知見は、日本学術会議が「第7期科学

技術・イノベーション基本計画への提言」（2024年11月28日）をとりまとめる際にも活用さ

れた。 
 
 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
 
3-2-1．実施項目１．研究公正規範の明確化 
  
①【国内学会調査】 
 国内の学協会、およびそれらが発行する学術誌における二重投稿や不適切なオーサーシッ

プ等に関する記載を調査するため、日本学術会議協力学術研究団体のうち、全 30 分野につ

いて、個人会員数が多い学協会 10 団体を選定し、計 249 学会（表４）について調査を実施

した（300 学会ではなく 249 学会となっているのは、複数の分野を登録している学会がある

ため）。2-3-1.で記載したとおり、会則、倫理規定、学会誌投稿規定、学会誌執筆要領、著作

権規定、その他文書について調査し、全部で 1,555 件の文書が収集された。 
 二重投稿やオーサーシップについての記述は、投稿規定・執筆要領に限定されるものでは

ないが、論文著者が投稿時に確実に確認する投稿規定・執筆要領に着目して整理を行ったと

ころ、上記の学会が発行する学術誌の 99%が、一般にアクセス可能な形で投稿規定、ないし

執筆要領を公開していた。それらの投稿規定・執筆要領の記述について、オーサーシップに

関する記述があるのが 51%、二重投稿に関する記述があるのが 87%であった。すなわち、

オーサーシップについては、おおよそ半数の学術誌の投稿規定・執筆要領に記載されておら

ず、二重投稿についても 1 割強の学術誌の投稿規定・執筆要領に記載されていなかった。 
 
表７：学会誌ごとの投稿規定等の公開状況と、オーサーシップ、二重投稿関連の記述の有無 

 
注）投稿規定・執筆要領に該当しないと判断された資料内に関連記述がある可能性は否定で

きない点に注意が必要である 
 
 次に、投稿規定・執筆要領にかぎらず、収集した文書を対象に、重複投稿/二重投稿、お

よびオーサーシップに関する記述内容について調査を実施した。ただし、本調査について

は、判断の妥当性を確認するため、2 名の分類者が独立して判断を行ったうえで、2 名の分

類者の判断の整合性について確認を行った。全 249 学会のうち、126 学会については 2 名の
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分類者のデータの不整合について確認が終了しているものの、残り 123 学会については精査

中であるため、本報告書では全体動向の紹介にとどめる。 
 全体の傾向として、学協会ごとに公開された文書・資料に注目した場合、全体として重複

投稿/二重投稿について詳細な定義が記述されている場合は少なかった。また、既発表の自

己の著作等と重なる論文等の投稿についての記述について、具体的な定義なしに重複投稿/
二重投稿等の用語を使用した学協会が 29 件（12％）、重なる・同じ等の文言のみで程度や目

安、判断基準等が具体的に示されていない学協会が 24 件（10％）見られた。 
複数論文の根幹となる重要な部分が重なる場合への言及があった学協会は 17 件（7％）、

重要性が低い部分の重なりについての言及があった学協会は 6 件であった。 
研究成果の分割（サラミ出版）に言及した学協会は 3 件、投稿~査読~採択~掲載または不

採択の過程における重複/二重投稿関連の事柄について、問題視される行動や二重投稿とみ

なされないための手続きなどが明記された学協会が 6 件あった。 
重複投稿/二重投稿が容認される場合の条件の存在や手続きを明記した学協会が 7 件あっ

た。プレプリント（2 件）、学会発表（抄録、ポスター）（14 件 6%）、異なる言語で発表す

る場合並びに学位論文(各 5 件)、予算元等から提出を義務付けられた研究報告書等(4 件)、大

学紀要など（3 件）、その他（8 件）について、重複の可否や具体的手続きを定めている学

協会も見られた。 
また、重複投稿/二重投稿が疑われるもしくは発覚した場合の手続きや対応への言及が 10

件で見られた。 
以上のとおり、二重投稿について具体的な要件を記載している学協会も一定みられるもの

の、全体としては詳細な定義は記述されておらず、全般的には改善の必要があることが明ら

かとなった。 
また、オーサーシップについても、学協会ごとに公開された文書・資料では、全体として

オーサーシップに関する記述は少なかった。ただし、全体の 1 割程度の学協会で、オーサー

シップの決定と変更、特に論文等の投稿・出版時の同意・承認等について、何らかの記載が

見られた。また、分野別の動向として、特に政治学、法学領域では、本調査で分類項目とし

て設定したオーサーシップに関する外部規定等の指示・採用、オーサーシップの意義、著者

が満たすべき基準、オーサーシップの決定と変更、著者の順番、役割分担等の明記、貢献

者、不適切なオーサーシップ、責任著者の役割のいずれかについても、明確な記述を行う学

協会は見られなかった。 
 以上の結果は、本調査で得られた結果のごく一部であるが、これらの結果からも、一部の

学協会では二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関して、研究分野の特性を踏まえた具体

的なルールやガイドラインを少なくとも公表していないことが明らかとなった。 
 

②【国際誌調査】/③【モデル項目作成】 
そこで、本プロジェクトでは、国際的な影響力を有し、言及・参照されることの多い国際

的なガイドラインや投稿規定等の記載内容を精査し、国内学会調査、および実態調査の結果

を踏まえ、国内の学協会・学術誌が二重投稿や不適切なオーサーシップに関して定めること

が望ましい事項を示したモデル案を作成した。オーサーシップに関するモデル案が表８、二

重投稿に関するモデル案が表９である。 
 ただし、現行では本モデル案は、記載することを推奨する事項とその内容の整理にとどま

っている。今後、本モデル案の具体的な使い方や、国内外の学協会、学術誌、学術出版社、

影響力をもつ任意団体（COPE 等）等が作成している規定やガイドライン等の事例を参考情

報として提示することで、本モデル案の有効な活用を促していく。 
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表８：オーサーシップに関する推奨事項 

 
注 ＊が付いた項目の推奨度は低い 
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表９ 重複投稿/二重投稿についての推奨事項 

 
 
④【実態調査】 

国内の二重投稿、不適切なオーサーシップ等に関する実態を把握し、課題を明確にするた

め、各種の調査を実施した。そのなかでも本報告書では、撤回事例の調査・分析結果（実施

項目 2 の一環として実施したため、本来であれば次項で報告するべきところであるが、構成

上、本項にて報告する）、および、オーサーシップや二重投稿等の認識についてのアンケー

ト調査について報告する。 
撤回事例調査 

実施項目 2 における【研究不正事例等の分析】の一環として、二重投稿や不適切なオーサ

ーシップによる論文撤回事例について、Retraction Watch の提供する論文撤回データベー

スを利用して分析を実施した。 
ここでは、日本国内の著者が含まれる事例について、研究分野による特徴の分析を行った

結果について、二重投稿の事例について報告する。 
二重投稿の様態として、「Duplication of Article（論文の重複投稿）」、「Duplication of 

Data（データの重複使用）」、「Duplication of Image（画像の重複使用）」、「Duplication of 
Text（文章の重複使用）」、「Euphemisms for Duplication（重複（婉曲表現））」の 5 つの分

類について、それぞれ分野別の分析を行った。 
その結果、日本国内の著者がかかわる撤回事例において、二重投稿を理由に撤回された論

文は、生命科学分野（基礎医学、臨床医学、健康・生活科学など）や理学・工学分野（環境

学、化学など）で多く確認された。一方で、人文・社会科学分野では、「Duplication of 
Article（論文の重複投稿）」のみを理由に撤回された論文が存在した。また、項目ごとの内

容を比較すると、「Duplication of Image（画像の重複使用）」と「Duplication of Article
（論文の重複投稿）」を理由に撤回された論文が、他の理由に比べて件数が多い傾向が見ら

れた。 
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オーサーシップや二重投稿等の認識に関するアンケート調査 
続いて、オーサーシップや二重投稿等の認識に関するアンケート調査について報告する。

表 10 に、編集委員経験者を含む一般の経験者を対象に実施するために作成したアンケート

調査の設問を掲載する。本アンケートの全体設計、および設問項目、選択肢等の作成にあた

っては、国内学会調査、国際誌調査、二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関する各種実

態調査、編集委員経験者へのインタビュー調査等を精査し、それらの結果について綿密に検

討のうえ作成した。 
本アンケートについては、日本学術会議協力学術研究団体の協力を得て実施したうえで、

その結果について、単純集計結果のほか、研究分野による認識の相違、査読付き学術誌の編

集委員経験者とそうでない研究者の認識の相違等の観点から分析を実施する。 
 
表 10：「オーサーシップ・二重投稿等の認識に関するアンケート」質問紙 
 
設問 1) あなたご自身についてお答えください。 
(1)あなたの職業・立場について教えてくださ

い。（複数選択可） 
教授（教授相当） 
准教授・講師（准教授・講師相当） 
助教・ポスドク・その他研究職 
研究支援職（技官・テクニカルスタッフ・

CRC 等） 
大学院生（博士課程） 
大学院生（修士課程） 
学部生 
その他（研究生等） 

 
(2)あなたのご専門は何ですか。もっとも近い研

究分野を選んでください。 
学際的な研究分野でもっとも近い研究分野が複

数ある場合は、複数選択してください。 
人文・社会科学（複数選択可） 

言語・文学/哲学/心理学・教育学/社会学/史
学/地域研究/法学/政治学/経済学/経営学/その

他の人文・社会科学 
生命科学 （複数選択可） 

基礎生物学/統合生物学/農学/食料科学/基礎

医学/臨床医学/健康・生活科学/歯学/薬学/そ
の他の生命科学 

理学・工学 （複数選択可） 
環境学/数理科学・数学/物理学/地球惑星科

学/情報学/化学/総合工学/機械工学/電気電子

工学/土木工学・建築学/材料工学/その他の

理学・工学 
 
(3)あなたが研究成果を最終的に発表する際に利

用する主な媒体はどれですか。（複数選択可） 
和文学術誌 
国際学術誌（英語） 
国際学術誌（英語以外） 
書籍（日本語） 
書籍（日本語以外） 
国際会議プロシーディングス 
その他 

 
(4)あなたは、論文の査読を受けた経験がありま

すか。ある場合は、投稿経験のある媒体をご回

答ください。（複数選択可） 
なし 
あり（和文学術誌） 
あり（国際学術誌） 
あり（国際会議プロシーディングス） 
あり（その他） 

 
(5)あなたは、論文の査読を経験したことがあり

ますか。ある場合は、査読を担当された媒体を

ご回答ください。（複数選択可） 
なし 
あり（和文学術誌） 
あり（国際学術誌） 
あり（国際学会プロシーディングス） 
あり（その他） 
 

(6)あなたは、査読付き学術誌の編集委員（エデ

ィター）等を担当した経験がありますか。ある

場合は、媒体についても回答ください。（複数選

択可） 
なし 
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あり（和文学術誌） 
あり（国際学術誌） 
あり（国際学会プロシーディングス） 
あり（その他） 

 
設問 2) オーサーシップに関する認識についてお

尋ねします。 
(1)現在、あなたの研究分野の学術論文（学会発

表の方が重視される分野の場合は、学会発表）

の大半において、論文に著者・共著者として記

載されている全員が以下の要件を満たしている

と思いますか。「満たしていない」(1)～「満たし

ている」(5)の５段階で回答してください。な

お、分からない場合は、回答をスキップしてく

ださい。 
①著者・共著者全員が、研究の構想・デザイ

ンやデータの取得・分析・解釈等、研究のプ

ロセスに実質的に寄与している 
②著者・共著者全員が、草稿の執筆や確認・

改訂等、論文の執筆に関与している 
③著者・共著者全員が、出版される原稿の最

終版を確認している 
④著者・共著者全員が、論文に疑義が指摘さ

れた際、適切に説明できる 
 
(2)あなたは、学術論文の著者・共著者になるた

めには、以下の要件を満たしていることがどの

程度必要だと思いますか。「不要」(1)～「必須」

(5)の５段階で回答してください。なお、分から

ない場合は、回答をスキップしてください。 
①研究の構想・デザインやデータの取得・分

析・解釈等、研究のプロセスに実質的に寄与

していること 
②論文草稿の執筆や確認・改訂等、論文の執

筆に適切に貢献していること 
③出版される原稿の最終版を確認しているこ

と 
④論文に疑義が指摘された際、適切に説明で

きること 
 
(3)学術論文の著者・共著者になるために、その

他に必要だと考えている要件があれば自由にお

書きください。 
（自由記述） 
 

(4)あなたは、以下の形でのみ研究に寄与した人

（他の形での寄与がない人）を、学術論文にお

いて、どのように扱うことが適切だと思います

か。 
共著者とする / 謝辞に記載する / 共著者にも

謝辞にも記載しない /  その他  / 分からない 
から選んでください。 

①研究費の獲得  
②研究場所の提供  
③研究の構想・立案  
④データの取得  
⑤データの分析  
⑥草稿の執筆・編集  
⑦研究結果の視覚化  
⑧実験装置等の作成・開発  
⑨研究プロジェクト全体の管理  
⑩研究資料や分析機器等の提供  
⑪第三者の立場からの研究への助言 

 
設問 3)論文作成に関する経験・認識についてお

尋ねします。 
(1)あなたは論文を執筆する際に、以下の経験が

ありますか。経験があるものをすべて選択して

ください。（複数選択可） 
①テキスト生成系 AI 等のツールが作成した文

章を、本文の一部として利用する 
②翻訳業者に日本語の原稿を提供して英語論

文を作成する 
③画像生成系 AI 等のツールを画像作成に利用

する 
④研究データ等を提供し、論文執筆代行業者

が論文原稿（草稿を含む）を作成する 
⑤インターネット上で研究スキルを販売して

いる匿名の研究者に論文執筆（草稿を含む）

やデータ分析等の業務を委託する。 
 
(2)あなたは論文を執筆する際の以下の行為につ

いて、どう考えますか。ただし、本文・謝辞等

でその旨を説明しない場合の事例についてお答

えください。 
「不適切」(1)～「適切」(5)の５段階で回答して

ください。なお、分からない場合は回答をスキ

ップしてください。 
①テキスト生成系 AI 等のツールが作成した文

章を、本文の一部として利用する 
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②翻訳業者に日本語の原稿を提供して英語論

文を作成する 
③画像生成系 AI 等のツールを画像作成に利用

する 
④研究データ等を提供し、論文執筆代行業者

が論文原稿（草稿を含む）を作成する 
⑤インターネット上で研究スキルを販売して

いる匿名の研究者に論文執筆（草稿を含む）

やデータ分析等の業務を委託する。 
 

(3)原著論文を作成する際に、本人の原著論文以

外の既発表原稿を利用することについての認識

をお尋ねします。 
下記から、原著論文を作成する際に、その旨を

明記せずに、内容の大半を利用することが問題

だと思うものを、すべて選んでください。ただ

し、既発表原稿、原著論文投稿先の双方の投稿

規程等で認められている場合は除くものとしま

す。（複数選択可） 
1. 国際会議プロシーディング論文 
2. 国内学会の予稿集の掲載論文 
3. 国内・国際学会の要旨集に掲載された要旨 
4. プレプリント 
5. 異なる言語での既発表論文 
6. 博士論文 
7. 修士論文 
8. 卒業論文 
9. 大学・研究機関による紀要や定期出版物 
10. 社内報の掲載論文 
11.  科研費等の成果報告書 

12. 特許 
13. ディスカッションペーパー 
14. 商業誌の記事 

 
(4)論文を作成・投稿する際の以下の行為につい

て、どのように思いますか。 
「不適切」(1)～「適切」(5)の５段階で回答して

ください。分からない場合は、回答をスキップ

してください。 
①自分の過去の原著論文に掲載した画像・図

表を、そのことを明記せずに利用して原著論

文を作成し投稿すること 
②実質的に同一の内容の論文を、複数の学術

誌にほぼ同時に投稿すること 
③一つの論文として発表することが学術的に

望ましい研究を、複数の論文に分割して発表

すること 
④既発表の論文の序論等、研究の意義や位置

づけに関する記述の大部分を、ほぼそのまま

の形で、そのことを明記せずに次の論文に利

用すること 
⑤既発表の論文の研究方法（マテリアル＆メ

ソッド等）に関する項目の記述全体を、ほぼ

そのままの形で、そのことを明記せずに次の

論文に利用すること 
⑥学術論文の類似性チェックツールで類似性

が 50％以上と判断された論文を投稿すること 
⑦学術論文の類似性チェックツールで類似性

が 30％以上と判断された論文を投稿すること 

 
3-2-2．実施項目 2．教育・研修教材の開発 
 
 実施項目１における各種調査結果、および教材作成を念頭において実施した研究不正等の

事例分析の結果を踏まえ、教育・研修教材の構成を設計するとともに、実施項目１．におい

て収集した国内外の二重投稿や不適切なオーサーシップ等に関するガイドラインや投稿規

定、執筆要領、関連する文書等を教材作成という観点から検討して、教材の開発を行った。 
 ここでは、教育・研修教材の構成について説明するとともに、令和 5 年度中に作成した 3
種類のリーフレット、およびオーサーシップ同意文書の日本語版を紹介する。 
 図２，３は、主に医学系を対象とした、オーサーシップについてのリーフレットである。

表面でポイントを提示するとともに、医学系の分野における不正事例と動向についての説明

を掲載した。裏面には、国際医学雑誌編集者委員会（ICMJE）のオーサーシップに関する

記述のとくに関係ある箇所のポイントを説明するとともに、第 3 回研究公正国際会議で採択

された「モントリオール宣言」を紹介した。他の分野についても、基本的に類似の構成にて

作成した。 
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図２：リーフレット テーマ１（主に医学系/オーサーシップ）表面 
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図３：リーフレット １（主に医学系/オーサーシップ）裏面 
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図４：リーフレット テーマ 2（共通/二重投稿・自己盗用） 

 

  
図５：リーフレット テーマ 3（共通/著者貢献） 
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 また、研究分野を問わず広く利用可能なガイドラインやツール等についても、教材にて紹

介することとした。二重投稿・自己盗用の共通教材として作成したリーフレット（テーマ

２）では、Bio Med Central と COPE が共同で作成した Text Recycling に関するガイドラ

インを紹介した（図２）。また、オーサーシップの共通教材として作成したリーフレット

（テーマ３）では、著者の具体的な役割を明確に提示するツールとして近年、広く活用され

るようになってきた CRediT（Contributor Roles Taxonomy：貢献者の役割分類）を紹介し

た（図３）。リーフレットの全体構成は表 11 のとおりである。 
 
表 11：研究公正リーフレットの構成 
 

1.オーサーシップ 医学系 
2.二重投稿・自己盗用 共通 
3.オーサーシップ 共通 
4.オーサーシップ 理学系 
5.オーサーシップ Big Science（理学系） 
6.オーサーシップ 工学系 
7.オーサーシップ 心理学・教育学系 
8.オーサーシップ 出版社編 

9.オーサーシップ 対策編 
10.二重投稿・掲載 医学系 
11.二重投稿・掲載 情報学系 
12.二重投稿・掲載 人文・社会科学系 
13.二重投稿・掲載 工学系 
14.二重投稿・掲載 理学系 
15.二重投稿・掲載 心理学・教育学系 
16.二重投稿・掲載 出版社編 

 
 なお、作成したリーフレットについては、大阪大学のリポジトリに掲載し、ひろくアクセ

ス可能とするとともに、その際、リーフレットに対する意見を送付できるようにして、必要

に応じてバージョンアップを行っていく。そのためにバージョン管理を行う。また、科学技

術振興機構が運営している「研究公正ポータル」に教材として掲載するほか、さまざまな機

会で周知をはかっていく。 
 また、研究公正リーフレットのほかに、ノースカロライナ大学の研究グループが作成した

オーサーシップに関する同意文書についても、研究グループからの許可を取得し、日本語版

を作成した（図６）。本同意文書は、オーサーシップについて問題が発生することを防止す

るため、研究プロジェクト開始時に合意をとるために活用されるものであり、オーサーシッ

プに関する意識を向上させるとともに、オーサーシップをめぐって不要な衝突や混乱を回避

することにもつながる。この文書については、共有・翻案・改変が許可されている CC BY 
4.0 であり、日本国内での利用を念頭に最低限の改変を加え、公開するとともに、本プロジ

ェクトで作成する一連のリーフレットとともに周知をはかり、その活用を促進する。 
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図６：オーサーシップに関する同意文書（日本語版）、冒頭ページ 

 
3-2-3．実施項目 3．査読システムに関する調査 
 
 令和４年度「プロジェクト間連携促進イニシアティブ」の支援をうけて実施した査読システ

ムに関する調査については、その調査結果を踏まえて作成された文書が、日本学術会議によ
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り、「回答 論文の査読に対する審議について」（2023 年 9 月 25 日）10として公開されてい

ること、また、アンケート調査の集計結果についても、日本学術会議ウェブサイトにて公開

されていること（https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-25-k353-kaito.pdf）から、

本報告書での報告については省略する。 
 

 
図７：日本学術会議「回答 論文の査読に関する審議について」（2023 年 9 月 25 日）表紙 
 
 

3-3．共進化に関する成果 
 本研究における直接的な連携先機関は、文部科学省科学技術・学術政策局研究環境課研究

公正推進室である。しかし、二重投稿や不適切なオーサーシップ等については、「研究活動

における不正行為への対応等に関するガイドライン」（2014 年 8 月 26 日文部科学大臣決

定）における特定不正行為には該当しないことから、大学・研究機関や学協会が大きな役割

を担うことが期待されており、そのため、大学・研究機関や国内の学協会を間接的な連携先

として位置付け、大学・研究機関や国内の学協会に働きかけることが重要である。 
文部科学省研究公正推進室との連携については、3-3-2.に述べたとおり、必要な情報共

有・意見交換を行いながら、研究プロジェクトをすすめてきた。また、大学・研究機関に対

しては、本プロジェクトを 2021 年 10 月に開始して以降、国内の 30 を超える大学・研究機

関で二重投稿や不適切なオーサーシップを含む研究公正に関する講演を引き受けたり、複数

の研究不正事案の調査に調査委員会委員等として関与するなどの形で、大学・研究機関にお

ける実態や要望等に接し、大学・研究機関の担当者と意見交換を行ってきた。また、学協会

で編集委員や事務局等を担当した研究者からは、とくに二重投稿を中心に学協会や学術誌に

おける実態や課題について多くの意見を聞いてきた。 
それらを踏まえ、本プロジェクトでは、大学・研究機関に対しては、二重投稿や不適切な

オーサーシップについて利用可能な教材（リーフレット）を作成し提供するとともに、学協

会に対しては、二重投稿やオーサーシップについて規程を整備していくうえで指針となる推

 
10 https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-25-k353.pdf 

https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-25-k353.pdf
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奨項目を提示した。大学・研究機関や学協会の二重投稿や不適切なオーサーシップへの対応

の強化が、文部科学省がすすめる研究公正にかかわる政策に資するものである。また、査読

システムに関する調査についても、文部科学省から日本学術会議への審議依頼への回答「論

文の査読に関する審議について」（2023 年 9 月 25 日）というかたちで、おなじく研究公正

にかかわる政策に資するものであった。 
また、研究公正にかかわる政策を実施していくうえで重要なステイクホルダーであるファ

ンディングエイジェンシーとの関係については、日本学術振興会による研究倫理教材である

「科学の健全な発展のために―誠実な科学者の心得」の改訂作業において、本プロジェクト

の成果を反映した。また、日本学術振興会、科学技術振興機構、医療研究開発機構がもちま

わりで開催し、大学・研究機関の担当者や学協会の関係者等が多く参加する文部科学省研究

公正推進事業研究公正シンポジウムでは、2022 年（講演タイトル「研究不正等を防止する

ための研究倫理教育や、研究機関が取り組むべき事項について」）、2024 年（「特定不正行為

以外の問題にどう対応するか 二重投稿、オーサーシップ、査読偽装を中心に」）と、本プロ

ジェクトの成果を踏まえた講演を行い、今後の対応と施策について、文部科学省研究公正推

進室長をはじめとするパネリストらと意見交換を行った。 
 
3-3-1．連携先機関が直面する政策課題への貢献可能性 
・二重投稿や不適切なオーサーシップへの適切な対応については、文部科学省科学技術・学

術政策局長から各研究機関の長に対して発出された通知（「研究活動における不正行為等の

防止の徹底について（通知）」4 文科科第 82 号令和 4 年(2022 年)5 月 9 日、「研究活動にお

ける不適切な行為の防止及び調査体制等について（通知）」4 文科科第 919 号令和 5 年(2023
年)3 月 24 日）にも組み込まれるなど、わが国の研究公正における重要な政策的課題として

位置付けられている。これらの行為については、ガイドラインの対象である特定不正行為に

は該当しないため、研究機関や学協会の取り組みがより重要になってくる。そのため、研究

機関や学協会における二重投稿や不適切なオーサーシップ等に対する取組を支援・推進する

ことが重要な政策的課題となる。本プロジェクトにおいては、まさにそのような政策的課題

にこたえることを目的に企画されたものであり、本プログラムで作成・開発したリーフレッ

トやオーサーシップ同意書は大学・研究機関でひろく活用されることが期待されるととも

に、本プログラムが提案するオーサーシップ、および二重投稿に関する推奨事項（モデル

案）（表８，表９）は、学協会における規程整備に大きく資することが期待される。また、

二重投稿やオーサーシップに関する実態調査の結果についても、研究機関や学協会に対して

提供することで、意識の喚起と取り組みの推進につながることが期待される。 
  
3-3-2．連携先機関とのコミュニケーション 
・連携先機関である科学技術・学術政策局研究環境課研究公正推進室とのあいだでは、本プ

ロジェクトに限定した形ではプロジェクト開始時、および研究公正推進室室長の変更後（3-
3-3.に記載）に、プロジェクトの概要、計画、および進捗状況について説明を行い、意見交

換を行った。また、それ以外の機会にも、さまざまな機会に研究公正推進室長、および研究

公正推進室員とインフォーマルな意見交換を行った。また、2024 年 7 月 6 日、7 日に金沢

にて開催した研究公正研究会 2024 金沢にも、研究公正推進室より参加いただき、意見交換

を行った。 
・また、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26 年 8 月 26
日文部科学大臣決定）を受けて設置された「公正な研究活動の推進に関する有識者会議」

（以下、有識者会議）においては、2022 年 11 月 18 日に開催された第 22 回有識者会議に

おいて、プロジェクトの概要と進捗状況について説明を行い、有識者会議委員より質問・助
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言・要望をうけた。また、2024 年 10 月 28 日に開催された第 28 回有識者会議において進

捗状況について説明を行い、有識者会議委員より質問・助言・要望をうけた。また、本プロ

ジェクトで実施した査読システムに関する調査については、そもそも文部科学省からの審議

依頼をうけ、日本学術会議において審議が開始したものに協力したものであり、その結果に

ついては、2023 年 10 月 31 日に開催された第 25 回有識者会議にて報告され、その結果を

踏まえ、査読問題への対応について有識者会議において意見交換が行われた。 
・そのほか、有識者会議については、研究代表者自身が委員をつとめており、本プロジェク

トの開始後、7 回の有識者会議が開催され（第 22 回～第 28 回）、そのすべての会議に参加

している。二重投稿や不適切なオーサーシップ、および不適切な査読への対応については、

特定不正行為には該当しない不正行為として繰り返し議論にあがっており、本プロジェクト

の成果を踏まえて情報共有・意見交換を行ってきた。 
  
 
3-3-3．連携先機関の事情変更と対応 
・文部科学省科学技術・学術政策局研究環境課研究公正推進室長が 2023 年 4 月に異動のた

め変更になったことを踏まえ、同年 9 月 20 日に文部科学省にて面談の機会を設定し、プロ

ジェクトの概要および進捗状況について説明し意見交換を行った。 
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3-4．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
 
 二重投稿や不適切なオーサーシップ等への対応の強化においては、以下の２点が重要とな

る。 
 ①学協会が二重投稿や不適切なオーサーシップ等の具体的な基準について、「研究分野の

研究者コミュニティの合意に基づいて（…）規定を定めて公表すること」。そのうえで、学

協会間で連携をとりながら、適切な対応のあり方について検討すること。 
 ②研究者や大学院生を対象にした研究倫理教育において、二重投稿や不適切なオーサーシ

ップ等について、研究分野の特性を踏まえたうえで適切な教育・研修が実施されること。そ

の際、教育・研修の機会については、研究者・大学院生等を集めて一斉に実施される教育・

研修や e ラーニングなどの場にとどまらず、研究室での指導にも組み込まれることが重要で

ある。 
 以上の 2 点について展開していくうえで、②については、本プログラムで作成・開発した

リーフレットの活用が図られるよう、研究機関の研究公正担当者が参加する全国研究公正推

進会議をはじめ、さまざまな機会にリーフレットを宣伝するなどの形で、周知をはかってい

く。また、日本学術振興会の主催する JSPS 研究倫理セミナーや、毎年、10 回以上担当し

ている大学・研究機関での研究公正に関する FD 講演や授業等の場をとおして、より有効な

活用方法について継続して取り組んでいくことで、一層の活用をはかっていく。 
 また、①については、学術コミュニティが主導して実施していくことが肝要であることか

ら、2025 年 2 月 10 日に開催するシンポジウムを皮切りに、二重投稿等への対応も含めた不

正行為への対応について、多様な学協会の関係者を巻き込みながらシンポジウムや研究会等

を継続して実施するなど、学協会での取り組みにつながるような形でプロジェクト修了後も

取り組みをすすめていく。 
 また、関係者間のネットワーク構築、連携強化のため、研究会を開催していく。2024 年

7 月 6 日、7 日に金沢にて開催した研究公正研究会 2024 年金沢では、研究公正に様々な形

で深く関与している研究者のほか、文部科学省研究公正推進室や科学技術振興機構からも参

加があり、研究公正に様々な立場から関与している関係者間の情報共有、意見交換、ネット

ワーク構築においてきわめて有効であったと考えている。2025 年以降も、何らかの形で予

算を確保し、継続して実施していくことを計画している。 
さらに、一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）との連携をはかっていくことや、日

本学術会議と連携していくことも重要である。研究代表者は、現在、公正推進協会について

は 2016 年の設立以来、継続して理事をつとめている。また、日本学術会議については、

2017 年 10 月から 2023 年 9 月までは連携会員として、2023 年 10 月より第一部会員として

各種の活動に関与しており、「回答 論文の査読に対する審議について」（2023 年 9 月 25
日）の作成にあたっては委員として、「第 7 期科学技術・イノベーション基本計画への提

言」（2024 年 11 月 30 日）の作成においては科学者委員会学術体制分科会副委員長としてか

かわってきた。本プロジェクトの成果を踏まえ、APRIN や日本学術会議との連携をはか

り、強化してくことを通して、引き続きわが国における研究公正をめぐる状況の改善に取り

組んでいく。 
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
 
（1）研究公正規範検討グループ（リーダー氏名：中村 征樹） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

中村 征樹 
ナ カ ム ラ 

マサキ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
教授 

三浦 麻子 
ミウラ ア

サコ 
大阪大学 

大学院人間科

学研究科 
教授 

東島 仁 
ヒガシジマ 

ジン 
千葉大学 

大学院国際学

術研究院 
准教授 

中村 文彦 
ナ カ ム ラ 

フミヒコ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

山縣 芽生 
ヤ マ ガ タ 

メイ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

渡邊 友美 
ワ タ ナ ベ 

トモミ 
千葉大学 

大学院国際学

術研究院 
特任研究員 

前田 郁子 
マエダ イ

クコ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

趙 心語 
チョウ シ

ンゴ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

矢田 尚也 
ヤダ ナオ

ヤ 
大阪大学 

スチューデン

ト・ライフサ

イクルサポー

トセンター 

特任助教(常勤) 

山根 承子 
ヤマネ シ

ョウコ 

株式会社パパラカ

研究所 
 代表取締役 CEO 

Radhika Vaishnav 
ラディカ・

ヴァイシュ

ナヴ 

Cactus 
Communications 
Pvt. Ltd. 

 Senior Writer 

Mriganka Awati 
ム リ ガ ン

カ・アワテ

ィ 

Cactus 
Communications 
Pvt. Ltd. 

 Managing Editor 

相澤 有美 
ア イ ザ ワ 

ユミ 

Cactus 
Communications 
Pvt. Ltd. 

 Service specialist 
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（2）教育・研修教材開発グループ（リーダー氏名：市田 秀樹） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

市田 秀樹 
イチダ ヒ

デキ 
大阪府立大学 

高等教育研究

推進機構 
准教授 

中村 征樹 
ナ カ ム ラ 

マサキ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
教授 

東島 仁 
ヒガシジマ 

ジン 
千葉大学 

大学院国際学

術研究院 
准教授 

中村 文彦 
ナ カ ム ラ 

フミヒコ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

山縣 芽生 
ヤ マ ガ タ 

メイ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

前田 郁子 
マエダ イ

クコ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

趙 心語 
チョウ シ

ンゴ 
大阪大学 

全学教育推進

機構 
特任研究員 

村松 秀 
ム ラ マ ツ 

シュウ 
近畿大学 総合社会学部 教授 

 

4-2．研究開発の協力者・関与者 
 

氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 
森本 悠吾 モリモト ユ

ウゴ 
大阪大学全学

教育推進機構 
ＲＡ 学協会の規定収集など、本

プロジェクトの基盤となる

情報の収集・整理 
人見 将 ヒトミ マサ

ル 
大阪大学全学

教育推進機構 
ＲＡ 物理学分野における撤回事

例の調査 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2022/6/23 日本科学振興協会シ

ンポジウム「研究公

正の推進のために必

要な取り組みとは？

研究者、行政、社会

の取り組み」 

オンライン実施 日本科学振興協会 第

1 回総会・キックオフ

ミーティングの共催シ

ンポジウム 9 として、

田中プロジェクトと共

同で企画・実施した。 
質の高い研究を実施す

るためには、研究公正

が積極的に推進される

環境が必要であるが、

当事者である研究者を

含め、このことは十分

に認識されているとは

言い難い。そこで、本

シンポジウムでは、研

究者、行政、そして最

終的には社会が、どの

ようにこの問題に取り

組めば良いのかについ

て議論した。 

120 名 

2025/2/10 研究不正問題のこ

れからを考える―

ガイドライン施行

10 年 

大手町ファース

トスクエアカン

ファレンス 

「研究活動における

不正行為への対応等

に関するガイドライ

ン」の公表から 10 年

が経過し、あらたな

課題も登場してい

る。ガイドラインの

あり方も含め、研究

不正の課題と今後に

ついて、研究プロジ

ェクトの成果も踏ま

え、議論する。 

約 50 名 
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5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2024/7/6-7 研 究 公 正 研 究 会

2024 金沢 
TKP ガーデンシ

ティPREMIUM
金沢駅西口 

研究公正をめぐる研

究や取り組みの現状

と課題について意見

交換を行った。口頭発

表のほか、ポスター発

表も活用し、合宿形式

でインテンシブな情

報共有・意見交換をは

かった。今後の連携に

むけ、研究者や行政

官、FAの担当者間のネ

ットワーク構築をは

かった。 

23 名 

 
 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 
 なし（研究公正リーフレット（16 種）、および「オーサーシップ同意書」（日本語版）を

発行予定） 
 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 

プロジェクト HP：https://research-integrity.info/2021ristex/2022、2022 年 2 月 
 

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など 

（1）中村征樹（大阪大学）、研究不正等を防止するための研究倫理教育や、研究機関が取

り組むべき事項について、文部科学省研究公正推進事業研究公正シンポジウム「研究分野特

有の研究不正への対応について」、ベルサール飯田橋駅前、2022 年 12 月 6 日 
（2）中村征樹（大阪大学）、意図せぬ研究不正を防ぐために, 中村征樹, 公正研究セミナ

ー2024, 名古屋大学高等教育研究センター, オンライン実施, 2024 年 4 月 4 日. 
（3）中村征樹（大阪大学）、特定不正行為以外の問題にどう対応するか 二重投稿、オー

サーシップ、査読偽装を中心に、文部科学省研究公正推進事業研究公正シンポジウム「新た

な研究不正行為への対応と科学の公正性の確保に向けて」、オンライン、2024 年 10 月 31 日 
 
 

5-2．論文発表 
 
5-2-1．査読付き（ 0 件）  
 
5-2-2．査読なし（ 0 件） 
 

https://research-integrity.info/2021ristex/2022
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5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
 
5-3-1．招待講演   （国内会議 0 件、国際会議 0 件 
 
5-3-2．口頭発表   （国内会議 2 件、国際会議 1 件） 

（1）中村征樹(大阪大学), 「研究不正をめぐる現状と課題」, 日本経営システム学会ニュ

ーノーマル研究部会(2022 年度第 8 回), オンライン(ZOOM), 2022 年 11 月 12 日 
（2）中村征樹(大阪大学), 研究公正の体制構築に向けた課題と研究支援職, RA 協議会第 9

回年次大会, 東京たま未来メッセ, 2023 年 8 月 8 日 
（3）中村征樹（大阪大学）、「Visualizing the Current Status and Challenges of 

Research Integrity, Masaki Nakamura」, Toyota Foundation Workshop on Research 
Integrity Promotion in Asia, Sunway University, 2024 年 9 月 22 日 
 
5-3-3．ポスター発表 （国内会議 5 件、国際会議 2 件） 

（1）渡邉友美(千葉大学), 東島仁(千葉大学)「法学系学会の研究発表に関わる規程等の公

開状況と、その課題：研究公正教育の視点から」, 法と教育学会第 13 回学術大会, 明治大

学, 2022 年 9 月 11 日 
（2）中村征樹(大阪大学), 三浦麻子(大阪大学), 市田秀樹(大阪公立大学), 東島仁(千葉大

学), 中村文彦(大阪大学), 山縣芽生(大阪大学), 山根承子(株式会社パパラカ研究所), 「どの

ような行為が二重投稿として問題視されるのか－研究分野による研究不正の認識の多様性と

共通性－」, 第 7 回大阪大学豊中地区研究交流会, 大阪大学, 2022 年 11 月 4 日 
（3）Jin Higashijima(Chiba Univ.), Tomomi Watanabe(Chiba Univ.), 「Do Law-

related Academic Societies in Japan Make Publicly Available Documents on their 
Research Integrity Policies?」, The 5th Asia Pacific Research Integrity Network Meeting 
in Tokyo , March 20-22, 2023 , Waseda University, 2023 年 3 月 20 日 
（4）渡邉友美(千葉大学), 東島仁(千葉大学), 研究公正教育からみた法学系学会の研究発

表に関する公開規程の現状と課題, 法と教育学会第 14 回学術大会, 立教大学, 2023 年 9 月 3
日. 

（5）中村征樹(大阪大学), 東島仁(千葉大学), 研究公正の取り組みの実効性向上にむけた

アンケート調査の活用, 第 46 回日本分子生物学会年会, 神戸国際展示場, 2023 年 12 月 7 日. 
（6）中村征樹(大阪大学), 市田秀樹(大阪公立大学), 東島仁(千葉大学), 臨床研究における

研究公正の実態をどう把握するか：質問紙調査の開発とその課題, 第 44 回日本臨床薬理学

会学術総会, 神戸国際展示場, 2023 年 12 月 15 日. 
（7）M. Nakamura（大阪大学）, H. Ichida（大阪公立大学）, Y. Wajima（名古屋大

学）, J. Higashijima（千葉大学）, 「Developing an Effective Tool for Assessing Research 
Integrity in Japanese Research Institutions」、8th World Conference on Research 
Integrity (WCRI2024), アテネ, 2024 年 6 月 4 日 
 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
 
5-4-1．新聞報道・投稿 

（1）毎日新聞、２０２３年１月２５日、朝刊、論点 学術論文の査読偽装 
 
5-4-2．受賞 
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 該当なし 
 
5-4-3．その他 
  なし 
 

5-5．特許出願 
 
5-5-1．国内出願（ 0 件） 
 
5-5-2．海外出願（ 0 件） 
 

6．その他（任意） 
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